
協 市民が培った経験やスキルをまちづくりに活かし充実したセカンドライフを過ごせるよう、市民団体等との
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 マッチングや活動に必要な育成の機会を設けて市民公益活動等への参画を促し、市民の力をまちづくりに活
展開方向

団体の情報を提供します。 かしつつ、参加者の健康寿命延伸を目指す。
〇　イベント「市民のチカラまつり」の実施 〇市民のチカラまつり
　市民と市民団体等とが交流できる企画や講演会などを実施する。 ・４月～８月　参加団体の募集、企画案の検討、関係機関等との調整、実施に向けた準備・ＰＲ　
〇　若い世代が市民公益活動に関わるきっかけづくり 当該年度 ・９月　市民のチカラまつりの開催
〇　市内の学校との連携 執行計画

(3)事業内容 内　　容

イベントへの来訪者数 想定値 3,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,008

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 40 40

令和 4年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 45

令和 5年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 50

あびこ市民活動ステーション指定管理者が行うイベント（市民のチカラまつり）を、学生など若い世代に市民公益活動へ参加を
(7)事業実施上の課題と対応 促すために、新しい生活様式に対応した効果的なアプローチ手法を検討する。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 10 6 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 10 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 10
普通旅費 6 普通旅費 3 0 普通旅費 3 普通旅費 3
研修旅費 8 研修旅費 8 0 研修旅費 8 研修旅 8
研修負担金 12 研修負担金 12 8 研修負担金 12 研修負担金 12
パート会計年度（事務補助）0.26人 590 パート会計年度（事務補助）0.26人 606 606 パート会計年度（事務補助）0.26人 606 パート会計年度（事務補助）0.26人 606
パート会計年度（事務補助）0.26人 590 パート会計年度（事務補助）0.26人 606 606 パート会計年度（事務補助）0.26人 606 パート会計年度（事務補助）0.26人 606

＊ 講師報償費 400 講師報償費 400
実施内容 ＊ 印刷製本費 7 印刷製本費 7

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,214 合　　計 1,245 1,226 合　　計 1,652 合　　計 1,652
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,214 1,245 1,226 1,652 1,652

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.4 0.4 0.35 0.35
正職員人件費 3,045 3,560 3,560 3,115 3,115

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,259 4,805 4,786 4,767 4,767
(11)単位費用

1.7千円／人 1.37千円／人 4.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎える中、シニア世代がやりがいのある生活を過ごし、健康に過ごせる期間を伸ばすことが求められている。 ●①事前確認での想定どおり
また、地域の活力を維持していくためには、自ら地域の課題解決を図り、まちづくりに関わる人材を増やす必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市内の市民活動団体にとっては、活動の担い手の確保が一層重要な課題となっており、市としてもシニア世代から若い世 ○要
   背景は？(事業の必要性) 代まで幅広い年代で、まちづくりへの参画する人を増やす取り組みが求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

健康寿命延伸や地域の活力を維持、また市民活動団体の担い手不足を解決するためには、まちづくりへの参画を促す取り
組みが必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 事務局として、庁内・市民活動団体等の関係機関と実施企画

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の内容や会場の調整を行った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り イベントの企画、準備、運営については指定管理者を中心に 市民活動ステーション指定管理者が主体となり、企画検討及 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、市民活動団体と市が意見交換しながら実施している。 び実施、市民活動団体との調整等を担っており、円滑な市民 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 活動サービスを提供できている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している また、新型コロナウイルスの感染防止の観点から、、YouTub ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 eでの動画配信やオンラインを併用して事業を実施した。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 準備段階ではメールを活用し、紙の使用量を削減している。 会場の開催案内や連絡等はメーリングリストを活用した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している また、会議や打合せは必要最低限にし、全体の省力化を図っ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 40 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民活動団体へのアンケート調査の結果、想定よりも加入人数が増加した。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 117 292.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,805 △546 4,786 99.6
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△12.82

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民活動団体へのアンケート調査の結果、想定よりも加

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 入人数が増加した。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.83

人 10万円 2.44 293.98

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 161 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動の担い手を増やすための取組 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,805 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり



とにより、自立して安定した組織運営を図る。
施策目的・

(2)目的 た、あびこ市民活動ステーションを中心に市民活動支援事業を展開するとともに、公募補助金制度等による 事業目的
展開方向

支援も行います。さらに、市民活動団体や自治会、まちづくり協議会等との連携を図ります。
補助金交付を希望する市民活動団体を公募し、補助金等検討委員会の審査を経て交付する。 ・４月中旬（４月１日号広報あびこで公募）から８月１日：公募期間
・公募対象：営利を目的としない、市民生活の向上及び市民の利益につながる公益的な活動を行う団体 ・７月～１０月：補助金等検討委員会による審査。
　　　　　　5名以上で構成。活動拠点が市内にあり、市内において活動している団体。（政治、宗教を主 当該年度 ・１１月：補助金等検討委員会から市へ提言書提出
　　　　　　たる目的とする団体は除く） 執行計画 ・１１月中旬：審査結果が不採択となった団体を対象とした公開ヒアリング

(3)事業内容 内　　容 ・補助対象：報償費/交通費/消耗品及び原材料費/保険料/印刷製本費/備品費等 ・１２月～１月：補助金等検討委員会の提言と公開ヒアリングをもとに採択・不採択を決定
・補助金の範囲：補助対象経費の１００分の１０から１００分の５０ ・３月：補助金交付団体の実績報告の確認
・補助金等検討委員会：市内のどの団体にも属していない客観的に判断できる人、我孫子市のＯＢを除く学 交付団体数 想定値 9当該年度
　　　　　　　　　　　識経験者・行政経験者の市民５名で構成。 単位 団体

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 1 3

令和 4年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 3

令和 5年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 3

継続的に交付している団体が多くなっているため、資金的に自立できるような支援策との連携していく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公募補助金 2,259 公募補助金 2,071 1,486 公募補助金 2,071 公募補助金 2,071
消耗品費 2 消耗品費 2 2 消耗品費 2 消耗品費 2
パート会計年度（事務補助）0.17人 386 パート会計年度（事務補助）0.17人 396 391 パート会計年度（事務補助）0.17人 396 パート会計年度（事務補助）0.17人 396
パート会計年度（事務補助）0.17人 386 パート会計年度（事務補助）0.17人 396 391 パート会計年度（事務補助）0.17人 396 パート会計年度（事務補助）0.17人 396

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,033 合　　計 2,865 2,270 合　　計 2,865 合　　計 2,865
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,033 2,865 2,270 2,865 2,865

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,350 4,450 4,450 4,450 4,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,383 7,315 6,720 7,315 7,315
(11)単位費用

738.3千円／団体 812.78千円／団体 840
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域のさまざまな課題を解決していく市民の自主的なまちづくり活動を一層すすめるため、市民ニーズに応じた活動への ●①事前確認での想定どおり
資金的な支援や、自立して継続的に活動できるための資金的な支援が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市では、効果的にまちづくり活動を支援していくために、平成１２年から補助金を公募制として、補助金等検討委員会に ○要
   背景は？(事業の必要性) よる審査を導入し、補助金を交付している。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民の自主的な活動を一層するめすすめるためには、資金的な支援が必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・補助金を希望する団体の公募、補助金等検討委員会（第三

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 者機関）による審査を経て採択団体の決定
□その他 　促進された ・採択された団体への補助金の交付事務

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・市以外に様々な分野の市民活動団体を対象とした継続的な
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 資金支援の仕組みがない。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民で構成される補助金等検討委員会が補助金を審査する仕 公募団体の審査は、補助金等検討委員会（５名）が行ってい ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 組みとなっている。 る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 資料作成にに当たり省資源化を図る。 補助金手続に関する連絡や検討委員会への連絡はメール等を ●①想定どおり
■②生き物と共存している 活用し省資源化を図っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(団体) 目標値(b)(団体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(団体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 3 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

交付申請を辞退した団体もあるが、自立運営が困難な団体が多いため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 33.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,315 68 6,720 91.87
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 自立運営が困難な団体が多いため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

団体 10万円 0.01 25

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 165 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 公募補助金制度の運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,315 千円 (うち人件費 4,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41201 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民活動団体が自立して継続的に活動できるよう、団体の基盤強化が図れるような支援に取り組みます。ま 市民活動団体に活動資金の支援をするこ



や賠償責任を負った場合の補償制度を運用することにより、積極的に活動へ参加す
施策目的・

(2)目的 た、あびこ市民活動ステーションを中心に市民活動支援事業を展開するとともに、公募補助金制度等による 事業目的 ることができ、また市民活動団体が安心して活動することができる。
展開方向

支援も行います。さらに、市民活動団体や自治会、まちづくり協議会等との連携を図ります。
我孫子市市民公益活動補償制度実施要綱に基づき、市民活動への参加者の活動中の傷害等（熱中症や食中毒 ・契約：４月１日予定
を含む）や、市民団体が第三者に対して損害賠償責任を負うこととなった場合に補償する。 ・通年：保険会社への事故報告及び請求書の提出等の事務。
対象）傷害：5名以上で構成する市民活動団体/市事業に関わる市民（運営側のみ）　賠償責任：市民活動団 当該年度 　　　　庁内各課や市民からの相談対応。
体 執行計画

(3)事業内容 内　　容 内容）傷害：通院（日額2千円）入院（日額3千円）死亡500万円（熱中症食中毒の場合は３００万円）
　　　賠償責任：身体賠償　1事故3億円　1名6000万円　限度額
　　　 補償件数（傷害保険と賠償保険の支払件数計） 想定値 20当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補償制度に基づき、補償すべき傷害・賠償責任についてすべて補償する。 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100 100

令和 4年度 同上 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100

令和 5年度 同上 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100

市民公益活動補償制度の運用については、現在、補償対象となっている市民活動への参加者や指導者、補償の範囲となっている
(7)事業実施上の課題と対応 傷病などを、実績を踏まえた上で十分に精査し、効率的な運用が図れるよう検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

保険料 3,120 保険料 3,512 2,390 保険料 3,512 保険料 3,512
9月補正（保険料1,702） △1,418 9月補正（保険料1,122） △1,122 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2
消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2 2 パート会計年度（事務補助）0.12人 280 パート会計年度（事務補助）0.12人 280
パート会計年度（事務補助）0.12人 272 パート会計年度（事務補助）0.12人 280 276 パート会計年度（事務補助）0.12人 280 パート会計年度（事務補助）0.12人 280
パート会計年度（事務補助）0.12人 272 パート会計年度（事務補助）0.12人 280 276

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,248 合　　計 2,952 2,944 合　　計 4,074 合　　計 4,074
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,248 2,952 2,944 4,074 4,074

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.13 0.2 0.2 0.15 0.15
正職員人件費 1,131 1,780 1,780 1,335 1,335

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,379 4,732 4,724 5,409 5,409
(11)単位費用

168.95千円／件 236.6千円／件 674.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福祉や環境、教育などさまざまな課題を解決に向けて活動を展開している中、市民の自主的なまちづくり活動を一層しや ●①事前確認での想定どおり
すくなるよう支援が必要である。また、市事業への市民参画が進むなか、参画する市民の傷害等に対して効率的に補償制 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 度を運用していく必要がある。市では、市民公益活動補償制度を設け、保険会社と契約し活動中の傷害等に対して補償し ○要
   背景は？(事業の必要性) ている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民の自主的なまちづくり活動を一層しやすくするためには、活動中の傷害等を補償する制度が必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・市は、5人以上の団体(NPO・自治会等)が行う公益的な活動

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 中の傷害事故や損害賠償等に対応する保険を保険会社と契約
□その他 　促進された し、事後が発生した際に補償金の支払い手続きを行う。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・市以外で、公益的な活動をする団体を対象とした保障制度
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された を維持することは困難である。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業の周知はホームページなどを活用し、チラシの印刷等は チラシなどの発行を必要最低限の枚数とし、ホームページや ●①想定どおり
□②生き物と共存している 最小限に抑えている。 自治会便利帳へ情報を掲載することにより、省資源化に努め ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している た。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に基づき適正に処理したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,732 △1,353 4,724 99.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

入札の結果、安価に契約を行えたため。

△40.04

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 入札の結果、安価に契約を行えたため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.11

％ 10万円 2.12 100.47

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 166 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動補償制度の運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,854 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,732 千円 (うち人件費 1,780 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41201 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民活動団体が自立して継続的に活動できるよう、団体の基盤強化が図れるような支援に取り組みます。ま 市民が市民活動中に傷害



動ステーション指定管理者が実施する施設運営（市民公益活動支援事業を含む）を監理し、市民のま
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 ちづくり活動の活性化が図れるようにする。
展開方向

団体の情報を提供します。
〇　指定管理者により施設の管理運営及び市民公益活動支援事業を行う。 〇通年：指定管理者との調整
＜施設＞開館時間：９時～２１時（第２・４月曜日と年末年始は休館）夜間（１７時以降）予約制。 〇６月：指定管理者選考委員会（令和２年度の実績報告・評価）
・会議スペース（２）、オープンスペース、作業室、印刷機、コピー機、備品ロッカー、メールボックス、 当該年度 〇２月：指定管理者選考委員会（令和４年度の事業計画・承認）
パソコン、私書箱。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・コミュニティオフィス、掲示板、図書の貸出・閲覧による情報提供。
＜市民公益活動支援事業＞
・市民公益活動に関する相談（市民活動インターンシップ、子どもを対象としたボランティアＮＰＯ体験事 市民活動ステーションの延べ利用件数 想定値 7,000当該年度
業など）、市民公益活動の参加促進（市民のチカラまつり、市民・団体向け講座の実施）、市民公益活動に 単位 件

活動結果指標 実績値 4,404関する情報発信や交流事業など。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 4,404 7,000

令和 4年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 7,100

令和 5年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 7,200

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料【債務負担】2年度～6年度 17,024 委託料【債務負担】2年度～6年度 17,234 17,234 委託料【債務負担】2年度～6年度 17,441 委託料【債務負担】2年度～6年度 17,645
指定管理者選考委員会報酬 28 指定管理者選考委員会報酬 28 28 指定管理者選考委員会報酬 28 指定管理者選考委員会報酬 28
ノートパソコン２台 291
消耗品費（ウイルス対策ソフト） 5

＊ 丁合機１台 616

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 17,964 合　　計 17,262 17,262 合　　計 17,469 合　　計 17,673
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,964 17,262 17,262 17,469 17,673

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.26 0.26 0.26 0.26
正職員人件費 2,262 2,314 2,314 2,314 2,314

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,226 19,576 19,576 19,783 19,987
(11)単位費用

2.89千円／件 2.8千円／件 4.45
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民によるまちづくり活動は、幅広い分野で広がりを見せている。しかし、人材や活動資金の不足、事務機能が整備され ●①事前確認での想定どおり
た活動拠点がない等の課題を抱えている。課題を解決するためには、単なる会議スペース等の提供だけではなく、市民活 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 動支援に特化した専門的な情報提供などを含めて、支援できる施設が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

人材や活動資金の不足、活動拠点がない等、市民のまちづくり活動の課題を解決するためには、会議スペースの提供や活
動に関する情報提供が必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 拠点施設の機能強化

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・これから活動を始めたい人への相談対応や情報提供、既存
□その他 　促進された 団体へのつなぎができる体制づくり

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・市民活動支援を行う組織が相互に情報交換し、必要に応じ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された て連携できる環境づくり ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民活動ステーションの管理運営については、指定管理者制 指定管理者が主体となり事業を実施した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 度を導入している。市民から委員を選出し、指定管理者等選 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り 考委員会を開催し、指定管理者からの報告を受けて審査して ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している いる。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 施設の節電や紙の使用量の低減、再利用に努めている。 利用予約のない夜間は、閉館し節電に努めた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している また、会議をオンラインで開催することにより資料の印刷量 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している を削減した。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
4,404 7,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の休館や開館時間を短縮したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 4,404 62.91

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,576 650 19,576 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.21

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染拡大防止のため、施設の休館や

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 開館時間を短縮したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 35.76

件 10万円 22.5 62.92

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 171 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民活動ステーションの管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,576 千円 (うち人件費 2,314 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり協 市民活



ュニティ施設の適切な維 近隣センターを活動拠点として、地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりの推進を図るため、
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 まちづくり協議会の活動に対し委託を行う。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
　コミュニティ活動を活性化するために、各区域のまちづくり協議会へ事業委託し、区域に合ったコミュニ 令和３年４月　各まちづくり協議会へ運営業務委託を行う。
ティ事業を行う。 根戸地区まちづくり協議会の体制の整備を引き続き行う。
　事業内容は、各まちづくり協議会が企画から実施までを区域の特性を活かし行うこととしている。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

まちづくり協議会主催事業数 想定値 80当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 81

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 81 100

令和 4年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 100

令和 5年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 100

まちづくり協議会役員の担い手が不足している。また、役員の高齢化が懸念されている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

布佐南地区まちづくり協議会 7,196 布佐南地区まちづくり協議会 7,227 4,986 布佐南地区まちづくり協議会 7,300 布佐南地区まちづくり協議会 7,300
天王台北地区まちづくり協議会 6,915 天王台北地区まちづくり協議会 6,822 5,621 天王台北地区まちづくり協議会 6,900 天王台北地区まちづくり協議会 6,900
根戸地区まちづくり協議会 6,903 根戸地区まちづくり協議会 6,403 5,247 根戸地区まちづくり協議会 7,000 根戸地区まちづくり協議会 7,000
新木地区まちづくり協議会 7,757 新木地区まちづくり協議会 7,745 6,879 新木地区まちづくり協議会 7,800 新木地区まちづくり協議会 7,800
湖北台地区まちづくり協議会 8,644 湖北台地区まちづくり協議会 8,632 8,432 湖北台地区まちづくり協議会 8,700 湖北台地区まちづくり協議会 8,700
久寺家地区まちづくり協議会 6,430 久寺家地区まちづくり協議会 6,420 5,000 久寺家地区まちづくり協議会 6,500 久寺家地区まちづくり協議会 6,500
こもれびまちづくり協議会 11,338 こもれびまちづくり協議会 11,190 9,670 こもれびまちづくり協議会 11,200 こもれびまちづくり協議会 11,200

実施内容 我孫子南まちづくり協議会 8,205 我孫子南まちづくり協議会 8,241 6,727 我孫子南まちづくり協議会 8,300 我孫子南まちづくり協議会 8,300
ふさの風まちづくり協議会 7,137 ふさの風まちづくり協議会 7,124 6,797 ふさの風まちづくり協議会 7,400 ふさの風まちづくり協議会 7,400

(8)施行事項
費　　用 我孫子北まちづくり協議会 11,741 我孫子北まちづくり協議会 11,731 9,554 我孫子北まちづくり協議会 12,600 我孫子北まちづくり協議会 12,600

パート会計年度（事務補助）0.3人 707 パート会計年度（事務補助）0.3人 744 744 パート会計年度（事務補助）0.3人 744 パート会計年度（事務補助）0.3人 744

予算(決算)額 合　　計 82,973 合　　計 82,279 69,657 合　　計 84,444 合　　計 84,444
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 82,973 82,279 69,657 84,444 84,444

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.35 1.35 1 1.35 1.35
正職員人件費 11,745 12,015 8,900 12,015 12,015

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 94,718 94,294 78,557 96,459 96,459
(11)単位費用

1,183.98千円／件 1,178.68千円／件 969.84
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域コミュニティの推進を図るため、近隣センターを活動の拠点として地域コミュニティ活動を実施しているまちづくり ●①事前確認での想定どおり
協議会へ委託することにより、地域コミュニティの活性化やまちづくりの活性化を図る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域コミュニティの活性化には、近隣センターを拠点としたまちづくり協議会の活動が必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった まちづくり協議会に施設運営業務委託費を交付している。ま

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ちづくり協議会の自主財源だけでは管理運営が困難である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 近隣センターの管理運営をまちづくり協議会に委託している 地域の特性を活かしたイベントの開催及び近隣センターの管 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 理業務 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電気・ガス・水道の使用量の低減に努めている。 節電の実施 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
81 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止としたイベントが多かったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 81 81

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 94,294 424 78,557 83.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止としたイベントが多く
、事業費の支出が抑えられた。

0.45

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円 0.1 90.91

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 172 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 まちづくり協議会への近隣センター施設運営業務委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 94,294 千円 (うち人件費 12,015 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市コミュニティ整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミ



び福祉の増進を図る場として施設を管理する。
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
市民の文化拠点及び交流拠点施設として、効果的な運営を図るため、指定管理者による管理運営を行う。 ・年間を通して指定管理者からの報告や履行確認を行う。
我孫子市民プラザの老朽化した空調設備の更新工事を行う。（和室・会議室１及び２・事務室・市民サロン 令和３年４月　　協定書締結・第一回選考委員会（次期指定管理者選考基準・仕様書等確認）
） 当該年度   　　　６月　　第二回選考委員会（令和２年度実施報告、履行確認・評価）
　 執行計画 　　　　８月　　第三回選考委員会（提案事業者書類審査）

(3)事業内容 内　　容 　　　　９月　　第四回選考委員会（提案事業者ヒアリング・決定）
　　
有料室の利用件数 想定値 3,300当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 2,150

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 直接 有料室稼働率 % 55.6 71

令和 4年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 － 有料室稼働率 % 72

令和 5年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 － 有料室稼働率 % 73

ホールの夜間の利用率が低いという課題があったことから、指定管理者と協議の上、夜間の半面利用や夜間の時間帯に自主事業
(7)事業実施上の課題と対応 を実施するなど、対策を工夫しているが、さらなる活用方法について検討が必要である。 代替案検討 ●有 ○無

施設設備の老朽化に伴い、大規模修繕が必要となってきている。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

選考委員会報償費 28 選考委員会報償費 56 56 選考委員会報償費 28 選考委員会報償費 28
共益費 29,238 共益費 29,238 29,238 共益費 29,238 共益費 29,238
指定管理料 33,821 指定管理料 34,110 34,110 指定管理料 34,500 指定管理料 34,500
備品修繕費 45 備品修繕費 314 300 備品修繕料 50 備品修繕料 50
施設修繕費 154 使用料及び賃借料 275 263 施設修繕費 200 施設修繕費 200
使用料及び賃借料 482 備品購入費 296 282 使用料及び賃借料 387 使用料及び賃借料 387
備品購入費 633 ＊ 空調設備工事 32,605 30,250 備品購入費 150 備品購入費 150

実施内容 券売機設定変更業務委託料 44 （会議室系統、市民サロン系統他）
＊ 空調設備更新工事 32,605 自動券売機設定変更業務委託料 94 94

(8)施行事項
費　　用 （会議室系統、市民サロン系統他）

新型コロナウイルス感染症拡大防止 264
協力金（予備費で充用）

予算(決算)額 合　　計 97,314 合　　計 96,988 94,593 合　　計 64,553 合　　計 64,553
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 90,583 90,249 94,593 57,747 57,747

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 6,731 □特会 ■受益 □基金 □その他 6,739 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 6,806 □特会 ■受益 □基金 □その他 6,806
換算人数(人) 0.36 0.4 0.4 0.36 0.36
正職員人件費 3,132 3,560 3,560 3,204 3,204

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 100,446 100,548 98,153 67,757 67,757
(11)単位費用

30.44千円／件 30.47千円／件 45.65
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

指定管理者制度を導入することにより、財政支出の経費削減と良質な公共サービスの提供が図れる。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

財政支出の経費削減と良質な公共サービスを提供するためには、指定管理者制度による施設運営が必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の施設を有効に活用し、市民生活の向上を図る。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 公の施設であるため。 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民プラザの管理運営に関しては、指定管理者制度を導入し 選考委員に市民が参加したことにより、市民の視点からの意 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ている。指定管理者選考委員会の委員については、市民委員 見を効率よく反映できた。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り を４名委嘱し、市民の視点からの意見をいただいている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 指定管理者が空調の温度設定をするなど、省エネに努めてい 利用者の利便性を損なわないことを前提に、空調温度の設定 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 や照明器具の消灯などを行い、経費削減に取り組んだ。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
55.6 71 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、施設の開館時間を短縮した期間があ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 55.6 78.31

ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 100,548 △102 98,153 97.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、施設の開館

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 時間を短縮した期間があったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.07

% 10万円 0.06 85.71

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 175 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民プラザの施設運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 100,209 千円 (うち人件費 3,560 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 100,548 千円 (うち人件費 3,560 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ施設の適切な維 市民の文化の向上及



センターなどのコミュニティ施設の適切な維 既に整備されている近隣センター１１館（我孫子北近隣センターつくし野館含む）及び市民センター１館の
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 施設維持管理を行う。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
我孫子市コミュニティ整備計画変更計画書等で整備された施設の利用者が安全・安心、快適に利用できるよ 通常の維持管理のほかに、施設利用者やまちづくり協議会から要望があり、かつ、施設利用に支障のある箇
う、各施設の耐用年数や運用実態を考慮し、維持管理を行う。また、施設利用者やまちづくり協議会からの 所について修繕を行う。
要望を全体最適となるよう整理検討し、これに対応する。 当該年度 〇天王台北及び布佐南近隣センターの老朽化に伴い、外壁及び屋根の修繕を行う。また、工事監理業務を委

執行計画 託する。
(3)事業内容 内　　容 〇老朽化に伴い、天王台北近隣センターの受変電設備を更新する。（受電方式を高圧受電から低圧受電に変

更する。）
有料室稼働率 想定値 50当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値 40

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率 ％ 40 50

令和 4年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率 53

令和 5年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率 54

施設の老朽化及び耐用年数の経過が進み、施設の大規模修繕が必要となる近隣センターが多いうえ、施設備品についても同様な
(7)事業実施上の課題と対応 傾向にある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 26,965 需用費 23,799 22,569 需用費 30,000 需用費 30,000
役務費 1,974 役務費 1,916 1,873 役務費 2,000 役務費 2,000
委託費（布佐STH分９月補正で減額） 45,653 委託費 43,726 43,372 委託費 55,000 委託費 55,000
使用料及び賃借料 22,931 使用料及び賃借料 23,649 23,391 使用料及び賃借料 25,000 使用料及び賃借料 25,000
備品購入費 1,170 備品購入費・原材料・償還金 1,775 1,536 備品購入費 1,500 備品購入費 1,500
負担金補助及び交付金 27,935 負担金補助及び交付金 27,602 21,656 負担金補助及び交付金 30,500 負担金補助及び交付金 30,500
原材料費 20 パート会計年度（事務補助）0.6人 1,488 1,488 原材料費 20 原材料費 20

実施内容 償還金及び割引料 5 ＊ 天王台北Ｃ外部改修工事 54,732 54,732 償還金及び割引料 5 償還金及び割引料 5
講師報償費 113 ＊ 布佐南Ｃ外部改修工事 56,384 56,384 パート会計年度（事務補助）0.6人 1,413 パート会計年度（事務補助）0.6人 1,413

(8)施行事項
費　　用 パート会計年度（事務補助）0.6人 1,413 ＊ 布佐南工事に伴う駐車場賃貸料 462 396 ＊ 久寺家Ｃ外部改修工事設計業務委託 660 ＊ 久寺家Ｃ外部改修工事 6,600

＊ 天王台北Ｃ外部改修工事設計業務委託 2,721 ＊ 布佐南工事に伴う駐車場契約手数料 66 66 ＊ 久寺家設備工事設計（給排水等） 360 ＊ 久寺家設備工事（給排水・防災等） 3,600
＊ 布佐南Ｃ外部改修工事設計業務委託 1,573 ＊ 根戸・天北・布佐南給排水工事設計 1,375 1,375 ＊ 根戸設備工事設計（防災・ガス等） 1,050 ＊ 根戸設備工事（防災・ガス等） 10,500
＊ 近隣センター無線ＬＡＮ整備 205 ＊ 天王台北Ｃ受変電設備更新工事 6,171 5,263 ＊ 天王台北設備工事設計（防災等） 2,145 ＊ 天王台北設備工事（防災等） 21,450

近隣センター等アルコール購入費（予備 141 ＊ 天北工事に伴う廃棄物処理業務委託料 753 0 ＊ 新木設備工事設計（浄化槽） 135 ＊ 新木設備工事（浄化槽） 1,350
近隣センター自動水栓改修工事費（９月 2,367 ＊ 天北受変電設備引込線改修工事負担金 430 430 ＊ 布佐南設備工事設計（防災等） 2,325 ＊ 布佐南設備工事（防災・ガス等） 23,250
近隣センター網戸設置工事費（予備費で 872 ＊ 天北Ｃ・布佐南工事監理業務委託料 4,004 4,004 ＊ 根戸・天北・布南給排水設備更新工事 36,450 ＊ 我北並木外部改修工事 8,550

＊ 根戸Ｃ施設整備工事監理業務委託料 2,196 講師報償費 113 113 ＊ 我北並木外部改修工事設計業務 855 ＊ 我北並木設備工事（給排水） 300
＊ 天王台北Ｃ受変電設備等更新工事設計 0 ＊ 近隣Ｃトイレ改修工事設計・工事 5,307 5,279 ＊ 我北並木設備工事設計（給排水） 30 ＊ ふさ風設備工事（給排水） 1,500

業務委託（９月補正で減額） ＊ 無線用LAN配線工事 1,390 1,224 ＊ ふさ風設備工事設計（給排水） 150 ＊ こもれび外部改修工事設計業務委託 1,530
＊ 根戸Ｃ外部改修工事 60,610 ＊ 一般コミュニティ助成事業 2,500 2,500 ＊ こもれび設備工事設計（給排水等） 255

予算(決算)額 合　　計 198,864 合　　計 257,642 247,651 合　　計 189,598 合　　計 224,323
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 61,000 充当率 90 ％ 129,600 0 充当率 75 ％ 32,700 充当率 75 ％ 58,700

(9)財源内訳
一般財源 116,838 106,806 247,651 135,450 144,175

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,236 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,448 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,448
換算人数(人) 1.18 1.2 0.85 1.18 1.18
正職員人件費 10,266 10,680 7,565 10,502 10,502

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 209,130 268,322 255,216 200,100 234,825
(11)単位費用

4,182.6千円／施設 5,366.44千円／施設 6,380.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

整備後十数年を経過している施設が多く、老朽化及び耐用年数の経過が進み、利用者からの施設に対する苦情や要望が多 ●①事前確認での想定どおり
く寄せられている。このため、これに対する施設の修繕や備品の買替えが生じているため、早急に対応しなければならな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設修繕を実施したことにより利用者の安全や快適性を確保することできたことから、施設修繕や備品の買い替えの対応
が必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共施設であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 区域住民で構成されているまちづくり協議会に管理運営を委 区域住民で構成されているまちづくり協議会に近隣センター ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 託している。 の運営を委託している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 空調の設定温度を調整するなど、節電に努めている。 利用者に影響がない範囲で節電を行った。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
40 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、施設の開館時間を短くした期間があ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 40 80

るため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 268,322 △59,192 255,216 95.12
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△28.3

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.02

％ 10万円 0.02 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく

様

。

式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 176 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民・近隣センター等施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.85 人）
(1)事業概要

(当　初) 296,667 千円 (うち人件費 10,680 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 268,322 千円 (うち人件費 10,680 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市コミュニティ整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣



決などの取り組みの充実を図る。
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会活動助成金 【自治会活動助成金】Ｒ３年３月末に自治会長へ申請書一式送付。Ｒ３年４月１日～６月３０日まで受付予
自治会活動に対し、１世帯３００円の助成金の交付をする。 定（未提出自治会には電話、郵送にて再度確認）

当該年度 【自治会支援事業】市所有管理の青山台自治会集会所法面について、適正な管理を行うため草刈り業務を委
執行計画 託する。

(3)事業内容 内　　容

自治会加入世帯数 想定値 42,800当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値 42,045

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自治会加入世帯数を増やし、地域の防災･防犯など身近な課題に対応していく。 直接 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 69.9 80

令和 4年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 81

令和 5年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 82

自治会が、新しい生活様式を取り入れながら地域のさまざまな課題解決に取り組むことができるように助成金を有効かつ効果的
(7)事業実施上の課題と対応 に活用できるように検討する必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

活動助成金 12,750 活動助成金 12,750 12,576 活動助成金 12,750 活動助成金 12,750
消耗品費 20 消耗品費 20 消耗品費 20 消耗品費 20
委託料（草刈委託料） 126 委託料（草刈委託料） 158 0 委託料（草刈委託料） 158 委託料（草刈委託料） 158
旅費 1 委託料流用(草刈委託料→樹木剪定) △53 0 旅費 2 旅費 2
パート会計年度（事務補助）0.19人 432 委託料（樹木管理委託料） 53 53 パート会計年度（事務補助）0.19人 444 パート会計年度（事務補助）0.19人 444
パート会計年度（事務補助）0.19人 432 旅費 2 0 パート会計年度（事務補助）0.19人 444 パート会計年度（事務補助）0.19人 444

＊ 一般コミュニティ助成事業（9月補正） 2,500 パート会計年度（事務補助）0.19人 444 436
実施内容 パート会計年度（事務補助）0.19人 444 436

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 16,261 合　　計 13,818 13,501 合　　計 13,818 合　　計 13,818
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 16,261 13,818 13,501 13,818 13,818

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 ■その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,610 2,225 2,225 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 18,871 16,043 15,726 16,488 16,488
(11)単位費用

0.44千円／世帯 0.37千円／世帯 0.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりや身近な環境改善活動を自主的に行う自治会などの組織に対し、市 ●①事前確認での想定どおり
が支援していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域のまちづくりや身近な環境活動を自主的に行うためには、自治会などの組織への支援は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域住民相互のふれあい・環境改善活動を行う自治会に対し

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、1世帯あたり３００円の助成を行うことにより、自治会の
□その他 　促進された 活動や地域コミュニティの活性化が図れる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民の参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
69.9 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内転入者へ自治会加入案内を配布し、自治会への加入を促しているが、加入は
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 69.9 87.38

任意であることから、仕事の都合や高齢化により未加入世帯も増えている。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,043 2,828 15,726 98.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

14.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 仕事の都合や高齢化により未加入世帯が増えているため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.5

% 10万円 0.44 88

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 179 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会活動助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,043 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 自治会の地域住民相互の交流・親睦や地域の課題解



な活動拠点を整備するため、自治会集会施設の修繕や整備に対し支援する
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的 。
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会から申請された集会施設の新設、増築若しくは修 自治会から事前に協議が出された修繕事業、借地・借家事業に対し補助金として交付する。
繕又は集会施設を設置するための借家若しくは集会所用地を確保するための借地に対し補助金を交付する。 ・修繕事業（浅間前自治会、我孫子市上あらき台自治会、つくし野東自治会、日新自治会）
【補助内容】（次の金額を上限とし、補助対象経費の１０分の７を補助する） 当該年度
・新築事業１５，０００千円 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・増改築事業５，０００千円
・修繕事業２，０００千円
・借家事業１００千円／月 補助金の交付件数 想定値 23当該年度
・借地事業２００千円／年 単位 件

活動結果指標 実績値 23なお、湖北地区については、湖北区域における集会施設の整備方針に基づき対応していく。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100 100

令和 4年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

令和 5年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

年数の経過による施設の老朽化が進み、施設の修繕、空調機器などの買い替えが生じ申請件数も増加しており、今後多額の経費
(7)事業実施上の課題と対応 が係る見込みである。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

集会所事業等補助金（借地借家） 6,801 集会所事業等補助金（借地借家） 6,801 6,801 集会所事業等補助金（借地借家） 6,357 集会所事業等補助金（借地借家） 6,357
＊ 集会所整備事業等補助（修繕） 650 ＊ 集会所事業等補助金（修繕事業） 3,080 3,070 パート会計年度（事務補助）0.18人 420 パート会計年度（事務補助）0.18人 420
＊ 　布佐南自治会 ＊ 　浅間前・我孫子上あらき台・つくし パート会計年度（事務補助）0.18人 420 パート会計年度（事務補助）0.18人 420

パート会計年度（事務補助）0.18人 408 ＊ 　野東・日新 ＊ 集会所事業等補助金（申請未定） ＊ 集会所事業等補助金（申請未定）
パート会計年度（事務補助）0.18人 408 パート会計年度（事務補助）0.18人 420 414

パート会計年度（事務補助）0.18人 420 414

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,267 合　　計 10,721 10,699 合　　計 7,197 合　　計 7,197
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,267 10,721 10,699 7,197 7,197

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.3 0.3
正職員人件費 2,175 2,225 2,225 2,670 2,670

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,442 12,946 12,924 9,867 9,867
(11)単位費用

474.64千円／件 562.87千円／件 561.91
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

身近な活動拠点を整備するため、自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会活動の支援として集会施設の ●①事前確認での想定どおり
新築、老朽化した施設に対する修繕、施設の借家及び借地などに対し補助を行なう必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域コミュニティ活動の向上には、身近な活動拠点となる集会所の新設、増改築、老朽施設の修繕、施設の借家・借地な
どの支援は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自治会等の活動拠点になる施設の整備に補助金を交付するこ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とで、地域住民相互のふれあいや環境改善活動が活発に行わ
□その他 　促進された れ、地域コミュニティの向上が図られる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度に事前協議を行っているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,946 △2,504 12,924 99.83
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△23.98

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.77

% 10万円 0.77 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 180 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会集会所整備事業等補助金の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,946 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 地域の活動や交流を促進し、身近



に基づき、自治会やまちづくり協議 地域のコミュニティ活動を活発化するとともに、地域で支え合うしくみづくりをすすめ地域にあったコミュ
施策目的・

(2)目的 会、地区社会福祉協議会、市民活動団体、事業者などの多様な主体と連携するしくみとして「地域会議」の 事業目的 ニティを展開する。
展開方向

設置に取り組みます。
地域コミュニティ活性化基本方針に基づき、地域課題に取り組む地域会議を設置し、地域で支え合うしくみ 〇地域会議:新たに開催する地区との調整、地域会議の実施・検証　
を設けるとともに、コミュニティ活動を活性化するため、コミュニティ活動に関する情報発信を充実する。 〇コミュニティ活動に関する情報発信の充実
また、地域会議に対応するために、庁内関係課と連携を図り、地域会議の検証を行う。 当該年度 ・広報あびこを活用し各地域の地域会議等取組状況を掲載。
なお、「職員研修の実施」事業については、当事業の一環であることからＨ３１から「地域コミュニティ活 執行計画 ・随時　我孫子市ホームページを活用し地域会議等の取組情報を公開。

(3)事業内容 内　　容 性化の推進」事業に統合する。
〇地域会議
・設置に至らない地区に対し、地域会議の必要性について説明を行い、設置を促していく。また、既に設置 地域コミュニティ活性化にかかる新たな設置数 想定値 5当該年度
している地区の会議の進め方・あり方、行政の支援などの検証を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 5・我孫子市地域コミュニティ活性化地域会議事務局運営費補助金交付要綱により事務局を支援する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 5 6

令和 4年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 11

令和 5年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 11

事務局となるまちづくり協議会役員の高齢化、担い手不足の状況の中、地域会議の業務が加わることに懸念を示していることや
(7)事業実施上の課題と対応 、すでに自治会懇談会など地域の課題や情報を得る事業を進めているまちづくり協議会もあることから、地域会議設置における 代替案検討 ○有 ●無

賛同を得ることが難しい。

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地域会議事務局運営補助金６地区 1,721 地域会議事務局運営費補助金６地区 1,467 490 地域会議事務局運営費補助金６地区 1,722 地域会議事務局運営費補助金６地区 1,722
パート会計年度（事務補助）0.05人 118 パート会計年度（事務補助）0.05人 124 124 パート会計年度（事務補助）0.05人 124 パート会計年度（事務補助）0.05人 124

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,839 合　　計 1,591 614 合　　計 1,846 合　　計 1,846
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,839 1,591 614 1,846 1,846

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.42 1.25 1.05 1.42 1.42
正職員人件費 12,354 11,125 9,345 12,638 12,638

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,193 12,716 9,959 14,484 14,484
(11)単位費用

2,838.6千円／件 2,543.2千円／件 1,991.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化や人口減少が進む中、地域のくらしにはさまざまな課題が生まれ、従来のコミュニティづくりの取り組みでは ●①事前確認での想定どおり
対応が難しい状況になる。今後は、分野別の取り組みに加えて、地域全体でつながり、地域の課題に取り組むことが必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ である。コミュニティ活動を担う団体を活性化するとともに地域にあったコミュニティづくりのしくみづくりが必要とな ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域コミュニティを活性化するためには、地域全体でつながり地域課題に取り組む活動やコミュニティ活動を担う団体の
活性化が必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市全体に係る地域コミュニティを視点としたまちづくりの考

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 え方は企業等にはできない。
□その他 　促進された ホームページやイベントを活用することで、広く市民に周知

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した した。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域のさまざまな団体に地域会議へ参加いただき、事業を実 地域会議の運営は地域住民が主体であるため、自治会をはじ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 施している。 めとした様々な団体（市民）が地域会議に参加した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(地域) 目標値(b)(地域) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(地域) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、十分な立ち上げ支援ができなかった
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 83.33

。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,716 1,477 9,959 78.32
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、中止となった会議も多く、
事業費の支出が抑えられた。

10.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

地域 10万円 0.05 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1908 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域コミュニティづくりの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 地域コミュニティ活性化の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,971 千円 (うち人件費 11,125 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 12,716 千円 (うち人件費 11,125 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 82001 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域コミュニティを活性化するため、地域コミュニティ活性化基本方針



市民公益活動への理解を広げていくとともに、活動に関心を持つ人や参加する人を増やします。また
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 、市民活動団体に役立つ情報を提供できるよう、市民公益活動に関する情報を収集し、効率よく発信できる
展開方向

団体の情報を提供します。 よう工夫します。
〇市民への情報発信の強化 通年：市民公益活動に関する情報を適宜発信
　・広報あびこ特集記事の掲載 ９月：広報あびこ特集記事の掲載
　・市内公共施設への市民公益活動ＰＲ展示 当該年度 ９月：市内公共施設への市民公益活動ＰＲ展示
　・市ホームページの掲載情報整理 執行計画

(3)事業内容 内　　容 〇市民活動団体への情報発信の強化
　・個々の団体情報を発信できる仕組みの検討
　・市民活動団体と協力した情報発信の仕組みづくり（市民活動団体の情報収集を含む） 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 想定値 70当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 113

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 113 75

令和 4年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 80

令和 5年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 85

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 7 消耗品費 7 1 消耗品費 7 消耗品費 7
パート会計年度（事務補助）0.06人 136 パート会計年度（事務補助）0.06人 140 138 パート会計年度（事務補助）0.06人 140 パート会計年度（事務補助）0.06人 140
パート会計年度（事務補助）0.06人 136 パート会計年度（事務補助）0.06人 140 138 パート会計年度（事務補助）0.06人 140 パート会計年度（事務補助）0.06人 140

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 279 合　　計 287 277 合　　計 287 合　　計 287
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 279 287 277 287 287

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,740 1,780 1,780 1,780 1,780

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,019 2,067 2,057 2,067 2,067
(11)単位費用

28.84千円／件 29.53千円／件 18.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の市民活動団体の活動への理解は徐々に広がってきているものの、市民全体に浸透したとは言えない。今後は、より ●①事前確認での想定どおり
広く市民に向けて情報発信を行い、市民公益活動への理解を広げていくとともに、活動に関心を持つ人や参加する人を増 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ やす必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民公益活動への理解を広げること、関心を持つ人や参加する人を増やすためには、市民への情報発信や交流する機会は
必要であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市の市民活動支援事業を実施する上で、市が方針を定

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 める必要がある。また、市民や市民活動団体への情報発信は
□その他 　促進された 、市民活動ステーションを中心に実施していく。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民公益活動に関する情報の収集。発信にあたっては、市民 市民及び市民活動団体への情報発信は、あびこ市民活動ネッ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 活動団体の協力を得る。 トワークのホームページでも掲載しており、お互いに協力を ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り しながら行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 紙媒体を最小限にし電子媒体を活用する。 連絡等をメールで行うことで、無駄な紙を使用しないように ●①想定どおり
□②生き物と共存している 努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
113 75 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症に関する情報など、メルマガやSNSを活用して積極的
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 113 150.67

に情報を発信したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,067 △48 2,057 99.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.38

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症に関する情報など、メルマガ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 やSNSを活用して積極的に情報を発信したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.63

件 10万円 5.49 151.24

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ●結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
事務事業の見直しによる結合。令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。 令和４年度からは結合後の事務事業の中で一体的に推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 2191 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動に関する情報発信 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,067 千円 (うち人件費 1,780 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり協 市民の


